
2026/07/21 02:00 日本経済新聞電子版  1608文字 

士業の京都進出相次ぐ、会計「ビッグ4」そろう　経営支援の需要増で－京都経済特集

　弁護士事務所や会計事務所の京都府内への進出が相次いで
いる。7月には「ビッグ4」と呼ばれる会計大手4社の事務所
が出そろった。士業のほかに、経営コンサルティング会社も
拠点を新設。ガバナンス（企業統治）向上やリスク管理の観
点で、地域に入り込んで企業を支える専門家集団が増えてい
る。

　「京都では経営機能を東京に移管せずに、府内で持ち続け
ている会社が多い。京都を拠点に国際法務、コンプライアン
ス（法令順守）、ガバナンスを支援したい」。5月に京都市
に進出したのぞみ総合法律事務所の結城大輔弁護士はこう話
す。東京に次ぐ国内2拠点目として京都を選んだ。

　10年ほど前に事務所で京都企業の社内弁護士を受け入れ
たことをきっかけに、進出を検討していた。25年には月に
１回程度、京都企業向けに国際紛争解決などのセミナーを開
催し、経営者や大学教授の人脈を広げてきた。「オンライン
でも仕事はできるが、すぐに企業の役員と会えるといった初
動のしやすさ」などを重視し、進出を決めた。

　国際的なリスク管理や人材育成の分野で、企業からの引き合いを見込む。結城弁護士は「世界中に拠点を置く
京都企業の中には、管理部門の強化を課題と認識する会社もある」と指摘する。コンプライアンスのセミナーな
どを通じ管理職のスキルを高め、有事には法的観点から助言するといった支援につなげる。

　弁護士事務所だけではない。1日、EY新日本監査法人が京都市に事務所を開設した。EY新日本の進出で、京都
にはプライスウォーターハウスクーパース（PwC）、デロイト・トウシュ・トーマツを加えた世界最大規模の会
計事務所「ビッグ4」がそろった。

　EY新日本、KPMGに続き進出
　EY新日本の京都事務所は現在約20人で、業務に応じて増員を検討する。25年11月に京都に拠点を開いたEYス
トラテジー・アンド・コンサルティングとも連携して、監査やM&A（合併・買収）の支援などのサービスを提供
する。

　注目するのは大学発などのスタートアップだ。EY新日本は日本最大級のスタートアップイベント「IVS（アイ
ブイエス）」に10年以上参画している。創業期の事業計画の策定や上場準備といった需要を想定する。

　1月に京都事務所を開いたKPMGジャパンは、監査や税務、経営コンサルティング、M&Aの4分野のサービスを
提供している。公認会計士や税理士、コンサルタントなど常駐スタッフは26年度中に100人まで充実させ、30年
度までに150人に引き上げる方針だ。

　KPMGグループのあずさ監査法人は、これまで堀場製作所やSCREENホールディングスについて財務諸表の監
査証明を担当していた。6月には、新たに村田製作所の監査も担当することが株主総会で承認された。

　京都の上場企業、全国屈指の時価総額
　士業のほかに、経営コンサルティング会社の動きも出てきた。スイスのエゴンゼンダーは1月、国内では東京に
次ぐ2拠点目として京都オフィスを開設した。現状はアシスタントを含めて3人の体制で、今後5年以内に10〜15
人に増員する方針。経営人材の強化を手がけており、社外取締役などの人材紹介や経営陣のコーチングで京都企
業を支援している。



　経営支援を手がける専門家が相次いで京都に進出する背景には、府内に本社を置く有力企業の多さがある。あ
ずさ監査法人によると、25年6月末時点で京都府内の上場企業の数は58社だった。時価総額の合計額は36兆円と
全国で4位に付ける。半導体や人工知能（AI）の分野で高いシェアを持つ製造業が多く、足元でも各社の時価総
額は大きく伸長している。

　足元ではアクティビスト（物言う株主）による京都企業の株式取得が活発になっている。エゴンゼンダー京都
オフィスの三宅浩四郎代表は「京都はこれまで自前主義の会社が比較的多かったが、経営支援の需要が高まって
いる」とし「同地域におけるプロフェッショナルファームの市場はもっと伸びるだろう」と話す。
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